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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、健康・スポーツ系民間非営利法人の持続的発展をささえる望ましい人的支援策

を提言した。本研究で取り上げた民間非営利法人は「実践型」「事業型」「支援型」の３類型が

認められたが、いずれの類型においても、まずもって法人内部のガバナンスを見直すことによ

って人材育成の仕組みを構築できることを提言した。とりわけ「支援型」非営利法人は、人材

資源や人材育成の情報収集拠点として重要な役割を果たすことが必要であった。 
 
研究成果の概要（英文）： 

The theme of research is a proposal of desirable specialized staff support of Sports NPO. 
It is because the sustainable development of Sports NPO is important. Three types exist in 
Sports NPO. They are "practice", an "enterprise", and "support." The common matter of 
three types is improving governance.  

The purpose of governance is to build the staff's training system. The type of "support" 
should play the role of the base of information gathering. Being provided to NPO of 
"practice" and an "enterprise" is important for the collected information. Moreover, a 
periodical meeting is required for NPO of "practice" and an "enterprise." A meeting being 
held by facing relations and communication are important.  

Finally, three NPOs are sharing a vision. It is that training of the staff is performed 
based on a vision. And it is that the governance based on a vision is improved. 
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１．研究開始当初の背景 
文部科学省が 2000（平成 12）年 8 月に公

表した「スポーツ振興基本計画の在り方につ
いて―豊かなスポーツ環境を目指して―」と
厚生労働省が同年 3 月に公表した「21 世紀に
おける国民健康づくり運動（健康日本 21）」
は、国民が日常生活圏域において定期的・継
続的に運動・スポーツ活動を享受するための
具体的な施策目標を示した基本計画である。
これらの基本計画が公表されて以来、全国各
地で多くの草の根的な健康・スポーツ系民間
非営利法人が誕生した。 
 ところが、多くの健康・スポーツ系民間非
営利法人は、組織的・財務的な基盤が不安定
であり、持続的発展は容易ではない。なかに
は事業の継続化が困難になって、組織体を存
続させていくだけで精一杯という民間非営
利法人も少なくない。筆者のこれまでの研究
では、組織衰退の理由には、組織的・財務的
な課題を克服するための「専門的知識をもっ
た人材を定常的に確保できないこと」があっ
た。こうした課題を克服するために専門的知
識をもった人材を配置して、既存権益にとら
われずに、中間的な立場で組織の持続的発展
をサポートする人的支援策が注目されてい
る。たとえば、内閣府の「地域活性化統合本
部」が推進する「地方の元気再生事業」では、
プロジェクトの立ち上がり段階では「専門家
の派遣」を行い、事業の実施段階では「アド
バイザーの配置」「支援員の配置」を事業推
進の切り札としている。こうした人材支援の
動きがあるにも関わらず、健康・スポーツ系
民間非営利法人の人的支援策は、具体的な施
策を打ち出せないままでいた。 
 たとえ人的支援が良好に推進されていた
としても、そのことが効果的に組織運営に活
かされている法人とそうでない法人との間
に組織運営上大きな格差があった。「『小さな
政府』を問いなおす」（ちくま新書）の著者、
岩田規久男氏は、民間非営利法人の活用にお
いて、人材の雇用確保が同時に推進できない
ような場合には、むしろ公共サービスの格差
を増大させてしまうことを検討課題にすべ
きであると忠告している。健康・スポーツ分
野の民間非営利法人では、こうした組織基盤
の格差が拡大をしており、それが地域間のス
ポーツ振興にも波及的な格差を及ぼしてい
る実態にある。 
このような事態に陥らないように、人的支

援策を全面に押し出した新しい地域振興策
が立て続けに発表された（本研究計画の立案
当初）。たとえば、地域活性化統合本部の「地
方の元気再生事業」、国土交通省の「新たな
公によるコミュニティ支援事業」、農林水産
省の「農山漁村（ふるさと）地域力発掘支援
モデル事業」、林野庁の「山村再生総合対策
事業」が代表的である。これらの施策の特徴

は、「専門家の派遣」「担い手支援」「アドバ
イザーの招聘」「支援員の派遣」「『触媒』と
してのコーディネーター」など、専門性の高
い人的支援策である。さらに、現有スタッフ
を支援する中間組織の支援と財務的な支援
を併せた総合的なサポートになっているこ
とも特徴である。「実践まちづくり読本」（公
職研）の著者、小田切徳美は、こうした人的
支援策は、地域の画一化・硬直化した組織を
外発的なエネルギーによって、ゆるやかに改
革していくことを狙いとしており、新しい地
域振興策の手法として確立させていくこと
が必要であると説いている。 

 
２．研究の目的 
本研究は、健康・スポーツ系民間非営利法

人の持続的発展をささえる望ましい人的支
援策を提言しようとするものである。昨今の
健康・スポーツ系民間非営利法人では、有給
スタッフの雇用創出にいくつかの先進的事
例が見られるようになった。しかしながら、
多くの有給スタッフたちは、法人の組織運営
における業務すべてにおいて専門的知識を
持っているわけではない。このため有給スタ
ッフたちは、業務を側面的に支援してくれる
中間組織や人的支援の必要性を強く求める
ようになった。とくに本研究では望ましい人
的支援策について、先進的事例の分析をとお
して提言する。研究は次の３つの視点から望
ましい人的支援策のため政策科学的アプロ
ーチを試みる。一つ目の視点は、研究の前提
として「民間非営利法人において持続的発展
とは何か」を地域の実情に即して明確化する
ことである。二つ目の視点は、地方行政体と
の「協働」体制にもとづいた人的支援策につ
いてである。三つ目の視点は、スポーツ享受
者間の「共同性」から創出させる雇用確保と
しての人的支援策である。 

 
３．研究の方法 
研究方法は、2009（平成 21）年度から 2012

（平成 24）年度の別に次のとおりである。 
2009（平成 21）年度の研究課題（目標）は、

「民間非営利法人における持続的発展の方
向性の解明」であった。つまり、民間非営利
法人は、既存の組織的・財務的規模において、
どのような事業展開が「持続的発展」となる
のか。このための基礎的条件を抽出すること
が主たる課題であった。具体的な方法は「実
践型」「事業型」「支援型」非営利法人別のヒ
ヤリング調査である。また「法人の事業対象
地域のスポーツ歴史性や文化性」の視点も併
せて考察した。 
 2010（平成 22）年度の研究課題（目標）は、
「民間非営利法人と地方行政体の『協働』に
もとづいた人的支援のあり方」であった。筆
者の先行研究によれば、協働体制が整うため



には(1)スタッフ数の確保と(2)施設の確保
が基礎条件としてまずあり、その上で多様な
他団体との日常的なコミュニケーションや
学習の機会が重要な条件であった。したがっ
て、2010（平成 22）年度は、このことが実際
に人的支援となっているのかを検証するこ
とを試みた。とりわけ三重県いなべ市の元気
クラブいなべの事例を取り上げて検証を行
った。 
 2011（平成 23）年度の研究課題（目標）は、
「健康・運動・スポーツ活動の享受者の『共
同性』にもとづく人的支援のあり方」であっ
た。全国の総合型地域スポーツクラブへのヒ
ヤリング調査を実施し、実際に総合型クラブ
の教室等の事業に参加している人たちから
みて、人材・スタッフはどのように育成され
るべきなのかを明らかにしてきた。  
 2012（平成 24）年度の研究課題（目標）は、
「まとめと人的支援策の具体的提案と課題
の整理」であった。とくに、どのような財務
的支援と組織的支援が人的支援策に直接つ
ながるのか、これまでのデータを整理するこ
とが主たる手法であった。 
 
４．研究成果 
本研究課題では、対象となる健康・運動・

スポーツ系民間非営利法人を「実践型」「事
業型」「支援型」の３つに類型化して、それ
ぞれのタイプからみた人的支援策を明らか
にしてきた。 
(1)「実践型」非営利法人の人的支援策 
 「実践型」非営利法人は、本研究課題では、
「総合型地域スポーツクラブ」に代表される
法人である。総合型クラブの成長発展の過程
において、人材はどのように育成されていく
のか、またそのための支援が必要なのかであ
る。 
 ここでの人材支援の対象となるスタッフ
は、クラブマネージャーに代表されるような
マネジメント業務を担うスタッフである。し
かし、筆者がヒヤリング対象としたクラブマ
ネージャーらは、高いマネジメント能力を有
し、文書作成能力や交渉能力にも優れていた。
こうした能力よりもむしろクラブマネージ
ャーらが将来的な育成策の視点として持ち
得なければならないことは、総合型クラブの
会員の中から、いずれ運営幹部になるような
候補会員との密な交流を深めつつ、総合型ク
ラブ内部にそうした運営スタッフを将来的
に担う体制を整えることである。たとえば、
そこで組織化されるものは、理事会といった
意思決定機関のようなものではなく、交流を
目的としたようなまたはボラスタッフサー
クルのような集まりからスタートし、運営を
将来的に担うための知識を身につけていけ
るような内部ガバナンスの改革であるとい
ってよい。 

 その上で「実践型」非営利法人に必要な人
的支援策は、地方行政体が企画するような研
修会への参加ばかりではなく、近隣の総合型
クラブ間の運営スタッフが、定期的・日常的
に交流できることを研修の一つとして考え
ることである。さらに交流をとおしてつなが
った関係者を通じて、法人運営の問題意識を
共有したのち、そこから生まれた課題やテー
マに沿った学習的機会を作っていくことで
ある。このことが法人内部のガバナンス改革
に活かされ、人的支援策を法人自らの力で成
し遂げていることにつながっていることが
わかった。 
(2)「事業型」非営利法人の人的支援策 
 「事業型」非営利法人は、本研究課題では、
地方行政体からの事業委託を受ける法人が
多く、この場合の人材は行政体からの出向で
あったり、事業遂行において必要な有資格者
など専門性を有しているケースが多いこと
がわかった。このため多くの「事業型」非営
利法人では、財源の調達や人材の確保・配置
といったことを課題とすることは、「実践型」
のように問題視されることはない。地方行政
体から考えれば、本来行政が主たる事業とし
て実施することを非営利法人という外郭団
体へ一括事業委託しているのである。 
 こうしたケースの場合の人材育成は、「事
業型」非営利法人が法人内部で仕組みをオー
ソライズして実施していく必要はない。しか
しながら、「実践型」「事業型」「支援型」の
３つの中では、「事業型」非営利法人に対し
て、もっとも国や県等公共部門の支援が行き
届いている印象を受けた。つまり公共部門と
して潤沢な資金を投入して資格取得の機会
を与え、数多くの有資格者を育成して「事業
型」非営利法人へ供給しているという構図で
ある。このため「実践型」非営利法人からす
れば、「事業型」非営利法人の人材は、専門
的なマネジメント能力が十分でなく、与えら
れた専門領域だけを職域としているのでは
ないかという意見が多く聞かれた。それは
「実践型」非営利法人が、多様な場面でのマ
ネジメント能力を有しているのに対して「事
業型」はきわめて狭い場面での限られた業務
を行う人材でしかないという見方であった。 
 このことが原因で「実践型」と「事業型」
非営利法人の「協働」事業が構築しにくい原
因になっていることが明らかになった。まず
は、「事業型」非営利法人のスタッフが、対
外的な「実践型」非営利法人と定期的な交流
をもつような機会を構築していくことが大
切であること、さらには、「事業型」非営利
法人内部で、専門領域を超えた職域も並行し
て行うことが、人材育成へのステップになる
ことを自覚してもらうような内部ガバナン
スを構築することであった。 
(3)「支援型」非営利法人の人的支援策 



 「支援型」非営利法人は、本研究課題では、
同じ実践や同じ事業を行っている同類・同種
の非営利法人を束ねて、側面的に支援活動を
行っているような中間支援組織を指してい
る。「支援型」非営利法人は、財源の規模、
歴史、スタッフ数、支援活動数など、法人に
よって大きな格差があることがわかった。な
かには、国や都道府県から直接事業委託を受
けたような「支援型」非営利法人があれば、
スタッフがほぼ一人で地域の小さなエリア
で、まったくの民間任意団体の支援活動を行
っているような非営利法人も存在していた。
したがって、「支援型」非営利法人の人的支
援策は、それぞれの非営利法人の実情にあっ
た支援策が構想されなければならない。しか
しながら、もともと「支援型」非営利法人は、
非営利法人への支援活動を主たる事業にし
ているため、各法人のスタッフへの接点が多
い。それは同時に各法人のもつ課題を把握し
やすく情報収集しやすい立場にあることが
わかった。そのためこの立場を活用して、情
報収集の拠点的役割を果たすことが必要で
ある。また、これらの情報収集拠点としての
機能を活用して、「実践型」「事業型」非営利
法人を対象にした学習会のような小規模の
集まりを構想し、この場で交流をはかった関
係者のつながりを「支援型」非営利法人の人
的資源の一つとして、いずれ活用していく、
という構想をもつことの重要性であった。 
 以上のとおり、本研究課題では「実践型」
「事業型」「支援型」非営利法人の別に求め
られる人的支援策の概要を整理することが
できた。 
(4)内部ガバナンスとしての人材育成へ 

このこととは別に３つの非営利法人に共
通して言える人的支援策は、財務的支援や専
門家による専門的・特殊的な支援を受けるこ
とは優先的支援ではないということである。
財務や専門家の支援策とはいえ、まずもって
優先すべきことは、それぞれの非営利法人が、
どのような人材を育成していくのか、そのビ
ジョン（目的）を明らかにすることである。
ただし、その理想的人材像は、一つの非営利
法人が単独で構想することは避けるべきで
あり、できるだけ同種・同類の事業を実施し
ている非営利法人とともに人材像を検討・共
有しておくことである。そうした非営利法人
間の交流活動を、一つの事業として年間計画
のなかに組み入れて、定期的な交流ができる
ように構想しておくことである。その上で、
「支援型」非営利法人は、交流活動の情報を
集めることはもちろん、各非営利法人のもつ
課題を束ねる役割を果たすことである。ここ
に「実践型」「事業型」の課題や解決策が集
約されていることを明確に位置づけていく
ことである。このように考えると「人的支援
策」というものは、第一に各非営利法人が内

部でどのように人材を育成するのかを明確
にすることから始まるのではなかろうか。そ
の意味では「人的支援策」ではなく、「内部
ガバナンスとしての人材育成」というふうに
捉え直して、組織内部で事業化することが重
要である。 
  
 これまでは「実践型」「事業型」「支援型」
の非営利法人別に、どのような人材支援策が
求められるのかについて、その概要を説明し
てきた。これからは別の視点とし、地域スポ
ーツに求められる人材は、どのような変容を
経てきているのか、さらにその変容の背景に
は何があったのかについての成果報告をし
たい。それは特定非営利活動促進法（NPO 法）
の制定によって、４万団体以上に増えている
特定非営利活動法人が、地域スポーツの分野
において、理想的な人材に大きな変化を与え
たと思うからである。また、それと同時に地
域のスポーツ活動の諸相にも大きな変化が
認められるからである。 
 
 (5)地域スポーツ空間の変化 
本研究課題では、三重県いなべ市の地域ス

ポーツの変容過程に着目し、主な変容の内容
として町民運動会を一事例として取り上げ
た。ここに現れた変容からみて、今後どのよ
うな人材が地域スポーツの推進において必
要なのかについて考察してきた。一方で、「企
業」が育成していた健康・スポーツにかかわ
る人材の変容をとらえる必要もあり、ＮＴＴ
の企業運動部の変容過程を取り上げてきた。
とりわけ、企業運動部をめぐる社員アスリー
トの労働者性の特徴を明らかにして、企業運
動部衰退の原因を明らかにしてきた。 
いずれの事例においても、地域社会や企業

社会の関係性衰退の原因が地域社会では、住
民間やスポーツ関係者間の関係性の希薄化、
企業社会では高度経済成長期の労務慣行の
見直しとコスト改善という表面的な論調に
限定されていたことを明らかにした。こうし
た分析を今後も継続的に実施していくこと
によって、新しい公的資金の流れを構築する
必要性が明らかになった。つまり、健康・ス
ポーツというきわめて私事性の高い人間行
動において、税金とは異なる公的資金の流れ
をどのように構築するか、そのためには民間
非営利法人が、ファンドレイズの仕組み等を
構築してきた国際的 NGOから何を学ぶべきな
のかも検討しなければならない。いわばこれ
までの健康・スポーツ政策は、「所得の再配
分」（税の回収と配分）によって公的資金を
ねん出してきたが、これからは個・民間がい
かに税金とは異なった公的資金の流れを構
築するかである。 
                                                                      
(6)プロジェクト型事業と人材育成 



 また別の視点として、非営利法人が開発し
た事業プロジェクトを推進していくにあた
り、その事業が終了することなく継続できる
仕組みを構築することで、人材育成につなげ
た事例を追跡した。 
本研究課題では、このことを明らかにする

ために地域住民を対象にした健康増進プロ
グラムに着目した。具体的には社団法人元気
クラブいなべ（三重県いなべ市）が開発した
健康増進プログラム（元気づくりシステム）
に参加した住民（クラブ会員）と一般市民の
レセプト情報を比較し、医療費の抑制効果を
検証した。ここで重要なことは医療費の抑制
効果だけではない社会的な効果が解明でき
たことである。つまり、この研究で取り上げ
てきた健康増進プログラムが、地方行政体に
おける健康・スポーツ政策の推進において、
行政体内部においてどのような公共的理由、
つまり政策の根拠となっていたかを明らか
にできたことである。医療費の抑制効果は、
健康・スポーツ政策の政策評価として地方行
政体の財政縮小につながることを議論でき
るが、本研究では医療費が行政体内部の政策
調整において、どのような公共的理由として
議論されてきたのかについて、その過程もあ
わせて論述することができた。研究成果とし
ては、健康・スポーツ系民間非営利法人が目
指すべき人材の専門的知識や政策調整力を
具体的に明らかにしていくことができた。 
こうした副次的な効果は健康・運動・スポ

ーツ政策の「公共性」構築という視点からみ
れば、非営利法人が公共的主体として重要な
社会的意義をもつ可能性を明らかにできた。 
(7)指定管理事業の受託と人材育成 

それでは、いったい法人格をもった総合型
地域スポーツクラブは、どこまで健康・運
動・スポーツ政策の公共的主体としての可能
性をもっているのか。このことを明らかにす
るために、全国の健康・運動・スポーツ系民
間非営利法人のうち地方自治体から多くの
事業を受託している総合型地域スポーツク
ラブに対して現地調査を実施した。公共スポ
ーツ施設の指定管理事業を受託しているス
ポーツクラブを対象とし、この受託事業によ
って、クラブという民間非営利法人と地方自
治体の間の協働性がどのように構築されて
いるのか詳細に調査をおこなった。 
ところが、地方自治体の資産、予算、雇用

の三つが縮小化される中、行政内に設置され
ていたさまざまなスポーツ組織の事務的業
務の移転がおこなわれていること、行政内部
の雇用調整の受け皿として民間非営利法人
がその役割を担っていることなどが明らか
となった。地方自治体の行財政縮小下（ネオ
リベラリズム）における日本のスポーツ行政
が、公共スポーツ施設の総合型地域スポーツ
クラブへの指定管理委託という旗印の下に

進められていることを認識しなければなら
ない。そこでは、自治体内部への公共スポー
ツ政策の立案にかかわる重要情報が遮断さ
れる可能性があること、政策立案能力の低下
が懸念されることなどを踏まえて、健康・運
動・スポーツ系民間非営利法人は事業拡大や
地方自治体との協働事業を推進していく必
要があることが明らかとなった。 
(8)人材育成の具体的方策について提案 
 本研究課題は、地域スポーツの推進を担う
人材育成事業の具体的方策を明らかにしよ
うとしたものであった。まず、どのような課
題が人材育成事業の展開を阻んでいるのか、
阻害要因を明らかにして上で、具体的な方策
を検討した。 
第一に地域スポーツ領域の公的資金は、専

門的な団体へ分散配分されている実態が加
速していることである。地方行政体財政の縮
小下では、公共サービスの質を維持するため
に数多くの非営利組織が、各々の専門性を活
かして地域内で活躍するようになってきた。
第二に地域スポーツ領域における人材育成
事業もより専門的な手法や実績のある地域
内団体に委ねられる実態にあった。そのこと
を表面的に解釈すれば、人材育成事業そのも
のは質の高いものになったと言える。その恩
恵をうけるべく、一部の熱意ある人たちはさ
まざまな学習機会を自ら探索して職能向上
を目指す姿が浮き彫りになった。 
しかしながら一方で、公的資金の分散化に

よって地域が求める人材と育成事業との間
にズレを生み出すことも明らかとなった。こ
うした課題をどのような手法で克服してい
るのか。全国の先進的な取り組みを分析する
と、ズレをあらかじめ詳細に把握して、自治
体と非営利法人が地域スポーツ分野におい
てどのような人材を育成する必要があるの
か、その目的（ビジョン）を共有している点
が認められた。しかもそのズレは、とりたて
て具体的なエビデンスデータを収集しなけ
ればならない、というものではなく、自治体
内や既存のスポーツ関連団体内、地域団体内
に根強く残る慣習的な意識や手続きがズレ
の原因になっていることも明らかになった。
意識や手続きの具体的な諸相は、ヒヤリング
調査から詳細を確認することができた。つま
り今後、各々の自治体内において、まずもっ
て各種団体のガバナンスの硬直化がどのよ
うな原因によって生じているのかを認識で
きることがわかった。その上で人材育成ビジ
ョンから具現化される育成プログラムが地
域内の各種スポーツ組織のスタンダードを
構築することであろう。 
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